
人事行政の運営等の状況の公表

町の人事行政における公正性、透明性を高めるため地方公務員法第58条の２及び明和町人事

行政の運営等の状況の公表に関する条例第２条に基づき、職員の任用、職員数、給与、勤務時

間その他勤務条件など人事行政の運営等の状況について、令和元年度の概要を公表します。

令和３年３月30日

明和町長 冨塚 基輔



１ 職員の任免および職員数に関する状況

（１）採用者数について （単位：人）

令和元年度採用 職名 主事補 主任 主査 係長 課長補佐 保健師 合計

男 １ ２ ２ １ ０ ０ ６

女 ２ ２ ０ ０ １ １ ６

計 ３ ４ ２ １ １ １ １２

（２）退職者数について （単位：人）

令和元年度退職 職名 係長 係長代理 主査 合計

男 ２ １ ２ ５

女 ０ ０ ０ ０

計 ２ １ ２ ５

（３）職員数について （単位：人）

区分 各年度職員の種類 役 職 名

４月１日 事 技 課長級 課 係長級 係 主 主 主 技 主 そ

現在 務 能 長 長 査 任 事 師 ・ の

課 局 室 補 係 所 代 技 他

長 長 長 佐 長 長 理 補

等

平成 男 75 75 0 11 1 2 9 15 0 12 5 11 5 0 3 1

30 女 47 47 0 0 0 0 0 8 0 5 25 7 0 0 0 2

年度 合計 122 122 0 11 1 2 9 23 0 17 30 18 5 0 3 3

Ｂ

平成 男 79 79 0 11 1 2 9 13 0 16 7 14 4 0 1 1

31 女 52 52 0 0 0 0 1 9 0 4 25 8 0 0 2 3

年度 合計 131 131 0 11 1 2 10 22 0 20 32 22 4 0 3 4

Ｂ

増減Ａ－Ｂ 9 9 0 0 0 0 1 -1 0 3 2 4 -1 0 0 1

※その他には、教諭、保育士及び保健師を含みます。



２ 職員の競争試験および選考の状況（令和元年度）

（１）職員採用試験実施状況

・一般事務、保育士 令和元年７月28日 第１次試験（教養試験）

受験者数43名（応募者数58名）

令和元年９月15日 第２次試験（作文又は実技及び面接）

受験者数19名

・一般事務、保育士 令和元年９月22日 第１次試験（教養試験）

受験者数12名（応募者数14名）

令和元年11月９日 第２次試験（作文又は実技及び面接）

受験者数６名

・バス運転手 令和２年２月７日 試験（自動車運転適性試験及び面接）

受験者数１名（応募者数１名）

３ 職員の給与の状況

（１）人件費の状況（普通会計）

住民基本台帳 歳 出 額 人 件 費 人件費率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ）

平成30年度決算 11,290人 5,580,179千円 894,175千円 16.0%

（H31.4.1）

令和元年度決算 11,226人 5,532,605千円 922,414千円 16.7%

（R2.4.1）

注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

（２）職員給与費の状況（一般会計予算）

区 分 職 員 数 給 料 職員手当 期末・ 計 一人当たり

勤勉手当 給与費

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ）

令和元年度 106人 389,299 71,109 155,104 615,512 5,807

千円 千円 千円 千円 千円

令和2年度 108人 406,731 67,452 163,065 637,248 5,900

千円 千円 千円 千円 千円

注）職員手当には退職手当は含みません。



（３）職員手当の状況

区分 明和町

期末手当 （令和元年度支給割合）

勤勉手当 ６月期 12月期 計

期末 1.300月分 1.300月分 2.60月分

勤勉 0.925月分 0.975月分 1.90月分

定年およ 勤続年数 支給率

び勧奨退 勤続20年 24.586875月分

職に係る 勤続25年 33.27075月分

退職手当 勤続35年 47.709月分

最高限度 47.709月分

定年前勧奨退職特例措置 ２～20％加算

管理職手 管理又は監督の地位にある職員に支給 支給額

当 課局長（相当職を含む。） 62,300円

課長補佐（相当職を含む。） 49,600円

係長（相当職を含む。） 44,500円

管理職員 管理職員が臨時又は緊急の必要その他の公務によ 支給額

特別勤務 り週休日又は祝日法による休日等若しくは年末年

手当 始の休日等に勤務した場合

課局長（相当職を含む。） 7,000円

課長補佐（相当職を含む。）） 6,500円

係長（相当職を含む。） 6,000円

扶養手当 配偶者 6,500円

配偶者以外の扶養親族

子 10,000円

父母等 6,500円

満16歳の年度初めから満22歳の年度までの子 5,000円（1人毎加算）

住居手当 借家（家賃月額12,000円超える） 最高27,000円まで

通勤手当 交通機関支給限度額 月55,000円

交通用具２～60ｋｍ超までを13区分 月2,000～31,600円

時間外手 令和元年度 支給総額 17,880,850円

当 職員１人当たりの支給年額 212,8672円



（４）ラスパイレス指数の状況

年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

指数 96.7 98.1 96.2 98.6 99.0

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の、地方公務員の給与水準

を表します。

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間等について

勤務時間 午前８時30分から午後５時15分まで

（休憩時間を除く、１日当たり７時間45分勤務。週38時間45分勤務。）

週 休 日 土曜日および日曜日

休 日 国民の祝日に関する法律に規定する休日および、年末年始［12月29日から翌

年１月３日までの日（１月１日を除く。）］

※勤務時間等については、勤務場所により一部異なります。

（２）年次有給休暇

年次有給休暇 １年につき20日間付与／新規採用職員は15日間付与（４月１日付け採用）

平成31年の職員平均取得日数は7.52日

病 気 休 暇 負傷または疾病のため療養をする必要があり、勤務しないことがやむを得

ないと認められる場合の休暇。公務による負傷、疾病に該当する場合は、

医師の証明などに基づき必要な期間、私傷病に該当する場合は90日与える

ことが出来る。 令和元年度の30日超の病気休暇取得件数は６件。

特 別 休 暇 結婚、出産、忌引など特別の事由により、勤務しないことが相当である場

合の休暇。

介 護 休 暇 職員が配偶者、父母、子等の負傷、疾病または老齢により日常生活を営む

のに支障ある人の介護をするため、勤務しないことが相当であると認めら

れる場合における休暇。 令和元年度の介護休暇取得件数は該当なし。

育 児 休 業 職員は３歳に満たない子を養育するため、３歳に達する日まで育児休業を

することが出来る。 令和元年度中に育児休業を取得した職員は４名、

育児休業承認期間が１年を超え２年以下の職員は０名。３年以下の職員は

３名



５ 職員の分限および懲戒処分の状況（令和元年度）

（１）分限処分者数 ２名

（２）懲戒処分者数 なし

６ 職員の服務の状況

地方公務員法の規定により、次のような職務上の義務があります。

・法令等及び上司の職務上の命令に従う義務

・信用失墜行為の禁止

・秘密を守る義務

・職務に専念する義務

・政治行為等の制限

・争議行為等の禁止

・営利企業等の従事制限

７ 職員の研修および勤務成績の評定の状況

（１） 職員の研修

地方分権時代の到来により住民ニーズの多様化、複雑化する中で時代の変化に対応して効

果的な行政運営と創造的な政策づくりを推進していくための職員能力向上のため、下記の研

修を実施した。

①研修所（合同）研修

・群馬県町村会及び群馬自治研修センターの実施する研修

（新規採用職員研修、一般職員研修、係長研修、課長研修、その他研修等）

②課局研修

・新規採用職員研修

・専門事務研修

③派遣（交流）研修

・他市町村合同（交流）研修

（２） 職員人事評価の評定

職員の日常の勤務状況をきめ細かく把握し、これを職員の指導および監督上の指針とする

など、人事管理上の公正な基礎資料作成のために実施した。

評価の対象者 全職員

評 価 者 管理職…町長

管理職を除く職員 第１次評価者…所属長

第２次評価者…副町長

最終評価者…町長

評価結果の利用 評価は能力評価と業績評価により、上記評価者が評価をする。評価

の結果については、昇給、昇格及び勤勉手当に反映する。



８ 職員の福祉および利益の保護の状況（令和元年度）

（１） 福利厚生制度に関する状況

区 分 受診者数 内 容 な ど

人間ドック 87人 医療機関などが実施する総合検診

（１泊２日又は日帰り）

脳 ド ッ ク ３人 医療機関等が実施する検診

定期健康診断 100人 町が実施する一般検診

ストレスチェック 205人 一般職員、嘱託職員及び臨時職員（社会保険加入者）

について町が実施

（２） 公務災害補償制度

加 入 団 体 災害件数

地方公務員災害補償基金群馬支部 ０件

（３） その他福利厚生の状況（職員互助会への助成金額）

項 目 金額等

①職員互助会に対する助成金額 ０円

②会員による掛金等の額 2,407千円

③公費負担率 ①／(①＋②) ０％

④会員一人当たりの補助金額 ①／会員数 ０円

９ 公平委員会に係る業務の状況

（１） 勤務条件に関する措置の要求の状況 該当なし

（２） 不利益処分に関する不服申し立ての状況 該当なし


